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科学技術・イノベーション

年度

7

-

第４期科学技術基本計画
（平成２３年８月１９日閣議決定）
第５期科学技術基本計画
(平成２８年１月２２日閣議決定)
「科学技術外交の強化に向けて」
（平成２０年５月１９日総合科学技術会議決定）
科学技術イノベーション総合戦略
（平成２５年６月７日閣議決定）
科学技術イノベーション総合戦略2015
（平成２７年６月19日閣議決定）
日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

7 14

10

140 -

-

-

- -

84.2 24.8

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0135

年度-

-

10

-

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

24.2 19.9 24.8 84.2 24.8

26.4 45.4

執行率（％） 103% 133% 183%

平成１４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

諸外国の科学技術関係閣僚や有識者との交流、国際会議の開催や出席、最先端の研究開発事例の視察等を通じ、諸外国の科学技術・イノベーション政
策に関する最新情報を収集・分析することにより、各国と連携した我が国の科学技術・イノベーション政策の立案に資するとともに、地球規模の課題解決に
向けた取組等の国際貢献を目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

-

- -

補正予算

24.8

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

25

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・科学技術政策担当大臣と諸外国の閣僚との政策協議、総合科学技術・イノベーション会議有識者議員と諸外国の科学技術関連専門家との政策対話等
を行う。
・我が国での国際会議の開催、諸外国で開催される会議への参加、最先端の研究開発事例の調査等を行う。
・これらを通じ、諸外国の科学技術・イノベーション政策に関する最新情報を収集・分析するとともに、我が国の情報を諸外国に向けて発信する。

- -

24.2

- -

- -

　科学技術担当大臣又は
総合科学技術・イノベー
ション会議有識者議員等と
諸外国の閣僚や有識者と
の意見交換等の件数

25年度

事業番号

総合科学技術・イノベーション活動に係る国際活動 担当部局庁
政策統括官
（科学技術・イノベーション担当）

作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 参事官（国際担当） 笹井弘之

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

19.9

　国際交流や我が国の国
際貢献を推進するため、閣
僚級会合、国際機関等に
おける会合への出席及び
各国の関係閣僚等関係者
との懇談の機会を維持す
ることにより、日本及び諸
外国間の共通課題の認識
に基づく科学技術・イノベー
ション施策の充実を成果目
標とする。
（備考欄参照）

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

科学技術基本法（平７法１３０）、
内閣府設置法（平１１法８９）第２６条

主要政策・施策

一般会計

チェック



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

4.1

計

実績値 - -

諸謝金

主要国首脳会議開催職員
旅費

施策 -

政策 -

-

0

年度

18.8

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

27年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1 1 1 -

1

28年度活動見込

-

0 1 0 1

25年度 26年度

26年度 27年度

0 1

25年度

28年度活動見込

4

2

0

中間目標 目標年度

-

-

歳出予算目

- -

0

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

主要国首脳会議開催庁費

ＫＰＩ
（第一階層）

-

3.2

職員旅費

-

達成度 ％ -

計算式 経費/回数

3

3百万円／1

26年度

閣僚級政策対話の実施：年3回（平成26年度より新規設
定）

活動実績 回

当初見込み 回

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

単位

1 1 1

18.8

0

単位

-

2

-

28年度当初予算

3百万円／1

17百万円／3回 25百万円/5回

28年度活動見込

経費/回数 22百万円/6回

3百万円／1

3 6 5 4

25年度

-

-

計算式

年度 年度

- -

26年度 27年度

単位当たり
コスト

庁費

成果実績

22百万円／7回

百万円

-

単位

大臣級国際会議の開催経費（執行額）／回数

単位当たり
コスト

- -

年度

- -

目標値 -

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

- - -

単位

G7科学技術大臣会合終了に伴い、当該会合開催に必要な経費が減。

-

回

56.1

計画開始時

国際科学技術関係大臣会合：年1回

27年度 28年度

- - - -

日本アフリカ科学技術大臣会合:隔年1回

3百万円／1

算出根拠

活動指標

3 3

28年度活動見込

3 3 3

大臣及び有識者議員の政策対話等経費（執行額）／回
数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

84.2 24.8

委員等旅費、主要国首脳
会議開催委員等旅費

活動指標

年度

中間目標

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回

百万円

活動指標

- 7 7 -

- 3

-

-

目標値

-

目標最終年度

0

単位当たり
コスト

単位

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

出張時の割引航空運賃の活用や出張者数および職務レベ
ルの見直し等により、旅費に係る経費節減に努めている

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 見込みどおり活動することができた。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

科学技術政策担当大臣と諸外国閣僚との会合及び総合科
学技術・イノベーション会議議員による諸外国との科学技術
政策対話を推進したことにより、諸外国との共通課題認識に
基づく科学技術・イノベーション施策の充実を図ることができ
た。

事業番号

関
連
事
業

-

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

海外も含め科学技術動向の調査は、国家戦略の根幹に位
置づけられている政策を適切に推進するうえで不可欠であ
り、また情報の発信は、我が国の政策に関する国内外の理
解増進に繋がることから、国が国費をもって優先的に実施す
べき事業である。

国際会議や調査等の出張については、割引航空運賃の活
用等の効率化を実施し、適切なコスト水準となるよう適切に
執行している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

- - -

- -

- -

-

-

点検結果

-

改善の
方向性

・引き続き、これまでの会議の開催実績等を踏まえ、出席する国際会議の見直しを図るとともに、国内で実施する会議については会議運営を
見直し、庁費をできる限り削減する。

・科学技術イノベーション総合戦略の推進等に必要な国際活動を実施するため、出席する国際会議の見直しを図るとともに、国内で実施する
会議については会議運営を見直し、できる限り経費の削減している。

-

事業名

-

‐

・これまでの成果は、科学技術イノベーション総合戦略の策
定等に活用されるなど、科学技術政策に反映されている。
・今後も政策対話によって構築した諸外国とのネットワークを
生かし、情報の発信・収集に努め、科学技術政策に生かす。

‐

国際会議に出席等する際には、事前の情報収集等を綿密に
行うことで事業に必要なものだけをあらかじめ選定すること
により、最大限の効果が得られるよう、真に必要なものに限
定している。

○

・複数の業者から見積書を徴取した上で選定している。
・「G7茨城・つくば科学技術大臣会合」開催準備等」について
は、手続きに則り公告したが、結果として１者からしか応募が
無く、審査の結果合格したため契約を締結した。
・「第12回国際科学技術関係大臣会合に伴う会場借料等」に
ついては、毎年度京都で開催されるSTSフォーラムに関係各
国の大臣等が参加していることから当該時期に合わせて開
催することとしたため、結果として競争性のない随意契約に
より、当該STSフォーラムが開催される国立京都国際会館を
管理・運営している「（財）国立京都国際会館」と契約すること
となった。
・「第12回STSForumへの入場登録」については、主催者が
入場登録を行っているため、結果として競争性のない随意
契約により契約することとなった。

○

評　価項　　目

科学技術は我が国の豊かさや人々の安全な暮らしの実現に
不可欠であり、事業の目的は国民や社会のニーズを的確に
反映している。

-

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○



現
状
通
り

平成22年度

　アウトカムの目標値について、各年度終了時の実績に基づき次年度の目標を設定している。このため、向こう３年以内の目標設定は困難である。
　また、上記理由により、事業終了年度の目標値も現時点では明確に設定できないため、便宜上、目標を設定できる28年度の目標値を記載している。

一者応札となってしまった案件については、その要因を的確に分析し同様の入札を行う際には改善に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

0129

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

0047

平成26年度

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、一者応札となってしまった案件についてはその要因を分析し、改善に努める。
予算の効率的な執行に留意しつつ、引き続き事業予算の執行管理を徹底し、効率的、効果的な事業の実施に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

0142

0055

外部有識者の所見

0051

0132

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

政策統括官（科学技術・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ担当）
４５．４百万円

総合科学技術・イノベーション会議（旧「総合科
学技術会議」）運営のための国際的な情報収
集活動等、国際会議の開催

役務【随意契約（企画競争】

Ａ． （株）ＪＴＢコーポレート
セールス

６．７百万円

「G7茨城・つくば科学技術大臣

会合」開催準備等

B．（公財）国立京都国際会
館

３．４百万円

第12回国際科学技術関係大臣会

合に伴う会場借料等

借損料【随意契約（その他）】

C．民間企業（６社）
４．８百万円

和文英訳、英文和訳、通訳業

務等

役務【随意契約(少額）】

D．テーハンミング
０．８百万円

日韓未来創造フォーラムにお

けるネットワーキングレセプ

ション開催費用

E．民間企業（２社）
０．９百万円

海外出張での国際携帯電話、Wi-

Fiルータ借り上げ

通信運搬費【随意契約(少額）】

F．民間企業（２社）
０．７百万円

科学技術関係書物印刷等

Ｉ．その他（職員等）
２７．４百万円

職員等の出張旅費

G．会議録研究所
０．４百万円

第12回国際科学技術関係大臣

会合におけるテープ反訳業務等

Ｈ．民間企業（５社）
０．３百万円

出張に伴う車両借上げ、大

臣会合における写真撮影等

役務【随意契約(少額）】

役務【随意契約(少額）】 役務【随意契約(少額）】 役務【随意契約(少額）】



E. F. 

費　目

0計 0 計

計 1.7 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C.（株）フォルテ D.

費　目 使　途

雑役務費 和文英訳、英文和訳 1.7

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 6.7 計 3.4

費　目 使　途
金　額

(百万円）

6.7

B.．（公財）国立京都国際会館　

借損料
「G7茨城・つくば科学技術大臣会合」開催
準備等

費　目

第12回国際科学技術関係大臣会合に伴う
会場借料等

使　途

雑役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）ＪＴＢコーポレートセールス

3.4



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

通訳業務 0.7
随意契約
（少額）

-

（株）ホンヤク社 3010401084786 和文英訳 0.6
随意契約
（少額）

- - -

- -
日本コンベンション
サービス（株）

2010001033161

「G7茨城・つくば科学技術
大臣会合」開催準備等

費　目 使　途
金　額

(百万円）

1 -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

7011101055132 6.7

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

計 0 計 0

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

5

6

（株）サイマル・イン
ターナショナル

6010001109206 通訳業務 0.3
随意契約
（少額）

- --

（株）インターグルー
プ

8120001060882 通訳業務 0
随意契約
（少額）

- - -

3

4

1

2

（株）フォルテ 1011101024076 和文英訳、英文和訳 1.7
随意契約
（少額）

- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（公財）国立京都国
際会館

1130005012365
第12回国際科学技術関係
大臣会合に伴う会場借料
等

3.4
随意契約
（その他）

- --

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

予定価格が推測されるため非
公表

1

金　額
(百万円）

費　目 使　途

 （株）ＪＴＢコーポ
レートセールス

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

イーネット合同会社 9020003007313 和文英訳 1.4
随意契約
（少額）

- - -

テーハンミング - レセプション開催業務 0.8
随意契約
（少額）

- - -

チェック



E

F

G

H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

4

5

2

3

特定非営利活動法
人　ＳＴＳフォーラム

5010005009881
第12回STSForumへの入場
登録

0.1
随意契約
（その他）

- - -

エネサーブ（株） 2160001003901 電気料金分担金 0
随意契約
（少額）

- - -

1

1 （株）会議録研究所 6011101004370 テープ反訳業務等 0.4
随意契約
（少額）

- - -

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ミツバ綜合印刷（株） 5010001097212 印刷業務 0.5
随意契約
（少額）

- - -

1

2
（株）JALエービー
シー

4010001110223
海外でのWi-Fiルータ借上
げ

0.2
随意契約
（少額）

- - -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ

名

-

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（有）エス・シー・アイ 7010002048311 国際携帯電話借り上げ 0.7
随意契約
（少額）

- - -

ヨシダ印刷（株） 7011801005147 印刷業務 0.2
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

彌榮自動車（株） 7130001019111 車両借上げ 0.1
随意契約
（少額）

- - -

（有）京栄写真 1130002023167 集合写真撮影業務 0.1
随意契約
（少額）

- - -

（株）日本旅行 1010401023408 会議室借上げ 0
随意契約
（少額）

- - -

チェック



別紙２

閣僚級会合、国際機関等における会合へ
の出席等のための出張旅費

5.6

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.個人Ａ J.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費

計 5.6 計 0



別紙３

I

3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

5

4

個人B -
閣僚級会合、国際機関等
における会合への出席等

3.7

- - - -

個人A -
閣僚級会合、国際機関等
における会合への出席等

5.6

- -

9

8

7

個人H -
閣僚級会合、国際機関等
における会合への出席等

1.3 - - - -

個人I -
閣僚級会合、国際機関等
における会合への出席等

1 - - - -

- -

個人F -
閣僚級会合、国際機関等
における会合への出席等

1.6 - - - -

個人G -
閣僚級会合、国際機関等
における会合への出席等

1.6 - - - -

個人D -
閣僚級会合、国際機関等
における会合への出席等

2.8

- - - -

個人C -
閣僚級会合、国際機関等
における会合への出席等

2.8 - - - -

個人E -
閣僚級会合、国際機関等
における会合への出席等

2.8

- - - -

10 個人J -
閣僚級会合、国際機関等
における会合への出席等

0.7 - - - -
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